
第 7 回日仏自治体交流会議

最終宣言 

2022 年 10 月３日から６日までエクサンプロヴァンス市（フランス）で開催された第 7 回日
仏自治体交流会議に参加した日本側 14 自治体とフランス側 22 自治体は、以下の「エ
クサンプロヴァンス宣言」を採択した。

日仏自治体交流会議は、2008 年に第 1 回目の会議をナンシー市で開催して以来、
2010 年金沢、2012 年シャルトル、2014 年高松、2016 年トゥール及び 2018 年熊本各
市において開催され、いずれも大きな成功を収めている。第 7 回会議は、歴史的建造物、
創造力及び技術革新の調和したセザンヌの街、エクサンプロヴァンス市で開催された。

2013 年から日仏両国が紡ぐ「特別なパートナーシップ」は、2019 年６月の G20 大阪サ
ミット前に採択された日仏協力のロードマップ（2019～2023 年）の枠組みへと引き継がれ
ている。このパートナーシップには、二国間協力関係の強化に寄与するものとして、日仏
自治体交流会議などの枠組みを通じた自治体間協力を推進することが含まれている。
また日本とフランスは、自由・民主主義・法の支配・人権などの価値観のほか、例えば気
候変動対策や人的交流の充実などの取組も共有する。

参加自治体は、公共政策の実施においては繁栄、持続可能性及び包摂性が考慮さ
れるべきであることを認識しており、今回の日仏自治体交流会議を「17 の持続可能な開
発目標（SDGs）」に組み込むこととした。SDG ｓは、我々が直面する世界的な課題、特
に貧困・健康・不平等・繁栄・環境破壊・気候変動・平和・正義に関する問題に対応す
るために、2030 年までに達成すべき目標として国連加盟国に定義されたものである。

この SDG ｓの 17 の目標は、多様な関係者のパートナーシップを構築し、強化するため
の共通言語を提供し、行政機関におけるより統合的で横断的な取組を導くものである。
また、日本及びフランスを含む国際レベルのパートーナー間で経験を分かち合うための共
通の枠組みを提供する。

今般、我々が経験した世界的なパンデミックは、共に手を携えてこの SDGs を達成して
いくことの必要性を思い起こさせるものであった。今回の危機は、単なる公衆衛生上の問
題だけではなく、我々の社会の基盤を揺るがすものでもあった。この危機は、持続可能か
つ包摂的な発展に必要となる社会、環境、経済の３つの側面のつながりとともに、トレー
ドオフの関係も浮き彫りにした。

しかしながら、この危機は同時に、SDG ｓの取組推進によってもたらされる活力を加速
させる機会でもあり、技術、組織、社会に必要な変化を起こす触媒ともなり得る。このよう
な文脈においては、地方自治体をこの社会的変革の主たる当事者として位置づけ直す
ことが最も重要であろう。地方自治体は、革新的な地方公共政策の決定及び実施を通
じて社会変革プロセスの中核を担っている。

イノベーションは、地域の発展や危機を乗り越えるための原動力である。それは、環境
や社会的な課題、そして我々がみな直面する将来への責任に立ち向かうためのひとつの
鍵となり得るものである。



そのため、第 7 回日仏自治体交流会議のテーマは「ポストコロナの世界における包摂
的で持続可能な地域のためのイノベーションの緊急性」と題された。

今回初めて、開催都市であるエクサンプロヴァンス市により、ラウンドテーブル形式による
２つの会議の開催が提案された。
　

ラウンドテーブル１では、これまで日仏自治体交流会議を過去に開催した５都市である
ナンシー市、金沢市、シャルトル市、トウール市及び熊本市の代表者が集まった。フランス
都市連合（CUF）SDGsグループの会長が準備し、同連合事務局長が司会を務めたこの
対話では、とりわけこの絶え間ない危機状態の中で、それぞれの地域におけるイノベーショ
ンと持続可能な発展がどのように結びつけられているのかについて、参加者による政策的
なヴィジョンが共有された。

ラウンドテーブル２には、技術、組織、社会の３つを軸として有識者が集い、地域の課
題解決に必要不可欠な新しい解決策が提案された。

数多くの日仏自治体間協力を通じて、我々は以下のサブテーマによる３つの分科会に
おいて多様な解決策を発表し、また比較対照することが可能となった。

１．どのような持続可能な経済モデルを目指すべきか？
新型コロナウィルス危機以降、生産の在り方の変革と見直しを迫られている社会にお

いては、強靭性を高めつつ生産と消費のパターンを進化させることが最も重要である。そ
れは、日仏自治体により共有される経験であるという認識の下、次のような結論を得た。
農業と生物多様性を通じた推進
- 生産様式及び消費様式の両面から、持続可能な食糧へすべての人がアクセスできる

ようにする。この理念の実現には、地域産品や地産地消を促進する、自治体、市民
団体、事業者及び市民が連携した地域エコシステムが基盤となる。

- 教育、研修及び雇用創出の在り方を革新させつつ、生産、加工及び流通の全段階
で、地域の新鮮な食品の価値を重視する持続可能な仕組みを構築するための事業
を推進する。

- 荒地の再利用や都市農地の開発による都市農業の変革を推進する。

- 人口の高齢化や担い手不足といった地域課題の解決に向けて、官民の多様な主体
が連携し、新しい技術を活用したスマート農業への転換を推進する。

持続可能な資源及び経済を通じた推進
- 循環型経済の実現に向けて、プラスチックなどの資源の循環利用を推進する。

- 観光需要の増大などの経済活動の変化による地域への影響に対応するため、市民
生活と経済活動が調和するまちづくりを推進する。

社会的連帯経済の発展
- 特に観光分野においては、イベントの構成やすべての人へのアクセシビリティにおいて、

より持続可能な新しい手法で企業の社会的責任（CSR）を推進する。

２．すべての人が尊重される成熟社会



人口の多くが都市圏に生活している状況の中、包摂的かつ共生のための政策を構築
することが求められている。また、全ての日仏自治体により実施される人々の連帯に関す
る政策においては、人々の構成の差異が考慮されなければならない。

したがって、次のような結論を得た。

共生社会の実現
- 住民が抱えるあらゆる課題に自治体及び関係機関が包括的に対応できる仕組みを

構築し推進するために、地域及び国際レベルで協働・連携する。

- 全ての人にとってのより良い社会統合となるよう、公共の場へのアクセシビリティや無料
イベントを推進する。

- 異文化体験や相互交流を通じて若い世代が多様な価値観に触れる機会を確保し、
未来を担う世代の国際感覚の醸成を推進する。

- 特に学校において、オンライン交流や手紙交換を通じた世界とのつながりやきっかけを
提供できるよう努める。

心身の健康及び高齢者の社会参加
- 誰もが健康と心の充足を感じられる社会の実現に向けて、関係機関と連携し、心身

の健康増進のための地域資源の活用を推進する。
- 健康、安全、自立、住居、パーソナル・サービス、レジャー、スポーツ、交通、食品など

健康につながるすべての分野に対し、働きかける。
- 認知機能及び世代間のつながりを維持するため、高齢者の社会参加を推進する。
- 高齢者の孤立を阻止するため、特に在宅ボランティアや在宅介護職員の力を活用す

る。

３． 環境の当事者としての地方自治体
地方自治体は、気候変動に対する啓発や行動を行うのに適した主体であり、研究開

発、新しい計画モデルの推進、官民パートナーシップに基づく革新的・実験的プロジェクト
の先導、地域経済の支援及び意識向上のための普及啓発を行うことができる。

これらを踏まえ、次のような結論を得た。

モビリティと輸送を進化させる
- 脱汚染、脱炭素、高齢化や災害対応といった地域課題の解決に寄与できるよう、
移動や輸送の態勢を見直す。

- 大型・小型を問わずあらゆるタイプのモビリティにおいて、水素などのエネルギー開発と
利用を地域レベルで推進する。本分野の企業とのパートナーシップを確立することが
必要であり、それによって個人レベルの援助や公的投資の仕組みが促進され得る。

持続可能な方法で天然資源を管理する
- クリーンエネルギーの利用・開発を推進する。
- 次世代へ継承するため、共通財産である水資源を保護する。住民、事業者、公的

機関、有識者などの関係者が連携し、学術的知見を活かした水質保全や海の環
境を守るための対策を行う。

- 都市化政策において、大気質の改善及び都市のヒートアイランド対策を推進するた
めに植樹された適切な種の樹木を公共資産として考慮する。この取組は、欧州及び
世界レベルで発信され得るものである。

これからの居住環境のために行動する



- 公共建築物のエネルギー改善のために、太陽光発電などの脱炭素エネルギーを地域
に導入する。グリーン廃棄物や海洋熱エネルギーを利用した地域熱供給を構築する。

- 多層的な手段による水害対策を行う。

結論

今回の議論を通じた参加自治体の決意を、以下のとおり表明する。

我々は、現在の国際状況を踏まえ、各自治体が学び合い、触発し合うことがそれぞれ
の地域における施策のイノベーションに有用であることを認識し、以下の取組を推進するこ
とで合意した。
　
1. 各自治体は持続可能で包摂的な地域公共サービスを提供するため、具体的施策・

取組の実践と向上に努めるとともに、今後も新たな知見の充実や取組の開発に励む。

2. 各自治体は交流相手であるか否かに関わらず、日仏の都市間交流・連携を推進す
る。

3. 各自治体はパートナーシップを支援し、本会議への参加自治体の拡大に努め、他の
国とも共有・適用できるような政策連携等を生み出すことを目指す。

日仏の地域政策の決定及び実施に係る知見交換のためのプラットフォームである、日
仏自治体交流会議の創設以来の成功を踏まえ、

エクサンプロヴァンス市において開催された第７回会議が、国際的な文脈において共有
され、なくてはならない考察に寄与したことを踏まえ、

我々は、2024 年に静岡市（日本）で第 8 回日仏自治体交流会議を開催し、再会す
ることを誓うものである。


